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昭和43年度～ 根 拠
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中小企業基本法

款

針路 11
分野施策 1102

１　事業概要 ５　事業説明
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　県内中小企業の中堅企業で組織されている(一社)埼玉
県経営合理化協会が取り組む事業に係る経費を補助する
。

　(一社)埼玉県経営合理化協会補助　　1,870千円

（１）事業内容
　　　(一社)埼玉県経営合理化協会(以下、協会という)が取り組む事業に対する補助を通じてその活動を支援していく。

（２）事業計画
　　　協会では毎年、県内中小企業の経営の合理化を促進し、その企業体質を改善強化して経営的地位の向上を図り、
　　本県産業の発展に寄与する。また、いかなる外部環境への変化にも対応できる「弾力経営」を実現し、これを発展
　　させて社会へ貢献することを経営目標としている。そのような目的を達成するために実施する以下の事業等の実施
　　に対する補助を行う。
　　　・中小企業に関する調査研究
　　　・中小企業の経営合理化に資する経営管理知識と技術向上のための講習会、講演会及び研究会等
　　　・中小企業経営後継者の育成に関する事業

（３）事業効果
　　　経営者等を対象にした以下の協会の活動を支援することにより、県内中小企業の合理化の促進や企業体質の強化
　　　が図られる。
　　　・トップマネジメントセミナー、現場リーダー研修会、ＢＣＰ図上訓練など各種講演会や研究会の開催
　　　・後継者経営研究会、後継者経営塾など後継者育成事業の実施

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　協会が行う事業は、当協会が自主的に企画、運営しており、民間活力が十分発揮されている。

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.2人＝1,900千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 1,870

前年額 1,870 1,870

― 産業労働部 24 ―

稼げる力の向上

1,870 0

変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援



 

事業名

単位事業名 予算額 1,870千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 1,870 0

合計 1,870 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 1,870 0 埼玉県経営合理化協会への補助金

合計 1,870 0

事業内訳書

（一社）埼玉県経営合理化協会補助

（一社）埼玉県経営合理化協会補助

主な内容

主な内容


